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法人企業統計調査の調査対象に「金融業、保険業」を追加します 

 

 

 財務省で実施している法人企業統計調査については、これまで「金融業、 

保険業」を除く営利法人を対象としてきましたが、平成20年度（2008年度） 

調査から「金融業、保険業」を調査対象に追加します。これにより、すべての

産業について産業横断的に企業活動の実態を把握することが可能となります。 

 

  法人企業統計調査は、わが国における法人の企業活動の実態を明らかに 

することを目的として、法人の資産、負債及び純資産の状況並びに収益の 

動向等を調査しています（昭和23年調査開始）。これまでは、「金融業、 

保険業以外の業種（以下「一般業種」という）」と「金融業、保険業」では

勘定科目が異なることから、一般業種のみを調査の対象として来ました。 

しかし、「金融業、保険業」の我が国経済や景気動向に対する影響力が 

高まってきたにも関らず、既存の統計では「金融業、保険業」の全容が分か

らないことから、「金融・保険業を含めた企業統計の整備」に対するニーズ

が高まってきました。 

  これを受けて、財務省財務総合政策研究所調査統計部では、学識経験者の

ご意見を頂きながら調査項目・調査手法を検討し、平成18年に試験調査を 

実施しました。その結果をもとに統計審議会（現統計委員会）でご審議頂き、

平成19年９月には、「金融業、保険業」の調査対象への追加は、「金融・ 

保険業を含むすべての産業について産業横断的に法人の企業活動の実態を 

把握することが可能となる」こと等から、「適当と認められる」との答申を 

頂きました。 

その後、総務省への手続きや財務省令の改正等、所要の手続きを行い、 

今般、以下の内容により「金融業、保険業」の調査対象への追加を実施する

こととなりました。 

 

【添付資料】 

「金融業、保険業」の追加内容及び調査方法 

「金融業、保険業」の業種分類表 

法人企業統計調査 調査票一覧（改正後）  連絡先 

財務省財務総合政策研究所 

調査統計部 

℡03-3581-4111 

（内線）5499、5325



「金融業、保険業」の追加内容及び調査方法 

 

 

（１）「金融業、保険業」追加の時期 

 ① 四半期別調査・・・平成20年（2008年）４－６月期調査から 

（平成20年７月調査票配布、結果公表は９月５日（金）

予定） 

② 年次別調査 ・・・平成20年度上期調査から 

（平成20年12月調査票配布、結果公表は下期調査と 

合わせて平成21年（2009年）９月予定） 

 

（２）調査対象に追加する業種 

日本標準産業分類「大分類Ｊ－金融業，保険業」に該当するもののうち、

以下の７業種を調査対象に追加します。（詳細は別添１「業種分類表」の 

とおり） 

① 銀行業 

② 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関 

③ 金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業に 

限る） 

④ その他の金融商品取引業、商品先物取引業 

⑤ 生命保険業 

⑥ 損害保険業 

⑦ その他の保険業 

 

（３）調査票の新設 

  調査事項は「資産、負債及び純資産」「損益」等、貸借対照表や損益計算

書などの項目ですが、「金融業、保険業」は業種により勘定科目が異なる 

ことから、調査票は、従来の一般業種の法人を対象とする様式（年次別、 

四半期別で１種類ずつ）に加え、今回追加する業種に応じ、年次別、四半期

別にそれぞれ５種類を新設します。（詳細は別添２「調査票」のとおり） 

 

（４）「金融業、保険業」の標本抽出方法 

 標本法人の抽出については、母集団法人を業種別（上記(2)のとおり）、 

資本金階層別（以下のとおり）に層化し、資本金１億円未満については等確

率系統抽出により抽出（１千万円未満約３千社、１千万円以上１億円未満  



約４千社）、資本金１億円以上については全数を抽出します。 

  資本金階層 

  ① 資本金１千万円未満 

  ② 資本金１千万円以上１億円未満 

  ③ 資本金１億円以上10億円未満 

  ④ 資本金10億円以上 

  母集団法人数及び標本法人数 （平成20年度 年次別調査） 

 一般業種 金融業、保険業 

母集団法人数 2,776,945 52,377 

標本法人数 37,640 10,832 

 

（５）調査の方法 

調査票の配布・回収については、郵送のほか、インターネットを活用した

オンライン提出も実施します。 

   

（６）「金融業、保険業」の母集団推計値算出方法 

母集団推計値の算出については、回収した調査票を業種別、資本金階層別

に集計し、これを母集団に拡大して推計値を算出します。 

 

母集団推計値＝集計値／集計法人数×母集団法人数 

 

（７）「金融業、保険業」の公表方法 

一般業種に関しては従来どおり公表しますが、これとは別に、「金融業、

保険業」についても、業種別・資本金階層別に全ての調査項目の値を公表 

します。 

また、調査項目は業種毎に異なりますが、「経常利益」や「設備投資」な

ど、「金融業、保険業」として業種間の集約が可能な項目、及び、一般業種

と集約が可能な項目については、集約した値についても公表します。 

 

 
 

 

 

 

 



コード 例

普通銀行

郵便貯金銀行

信託銀行

信用金庫・信用金庫連合会

信用協同組合・信用協同組合連合会

労働金庫・労働金庫連合会

農林中央金庫

信用農業協同組合連合会

信用漁業協同組合連合会

信用水産加工業協同組合連合会

質屋 9A 質屋 質屋

消費者向け貸金業 9B 消費者向け貸金業 消費者向け貸金業

事業者向け貸金業 9C 事業者向け貸金業 事業者向け貸金業

クレジットカード業、
割賦金融業

9D クレジットカード
業、
割賦金融業

クレジットカード業
割賦金融業

その他の貸金業、クレ
ジットカード業等非預金
信用機関

9E その他の貸金業、
クレジットカード業
等非預金信用機

住宅専門金融業
証券金融業
ファクタリング業（売掛債権買取業のもの）

第一種金融商品取引業であって有価証券
関連業を除く

第二種金融商品取引業

投資助言・代理業

投資運用業

証券保管振替機関

証券代行業

国内市場商品先物取引業（商品取引員）

商品投資顧問業

海外市場商品先物取引業

短資業

両替業

信用保証機関

金融商品取引所

商品取引所

公共工事前払金保証会社

前払式証票発行業（発行・決裁業のもの）

債権管理回収業（サービサー）

運用型信託業

管理型信託業

金融商品仲介業

信託契約代理業

その他の金融代理業

95 生 命 保 険 業 生命保険株式会社

生命保険相互会社

郵便保険業

生命保険再保険業

96 損 害 保 険 業 損害保険株式会社

損害保険再保険業

97 その他の保険業 少額短期保険業

生命保険媒介業

損害保険代理業

損害査定業

（共済事業は除く）

その他の貸金業、クレジットカード業等非
預金信用機関

93 金融商品取引業（第一
種金融商品取引業で
あって有価証券関連業
に限る）

金融商品取引業（第一種金融商品取引
業であって有価証券関連業に限る）

第一種金融商品取引業であって有価証券
関連業に限る

金融商品取引業（第一種金融商品取引
業であって有価証券関連業に限る）

法人企業統計　業種分類表（金融業、保険業）　

　業　　　　種　　　　内　　　　容

91 銀 行 業

協同組織金融業

銀行（中央銀行、在日外国銀行を除く）

中小企業等金融業（商工組合中央金庫
を除く）、農林水産金融業（農業協同組
合、漁業協同組合及び水産加工業協同
組合を除く）

　業　種　名　

（注）法人企業統計調査の業種は、「日本標準産業分類」に準拠している。

そ の 他 の 保 険 業 少額短期保険業、保険媒介代理業、保
険サービス業

生命保険業

損害保険業損 害 保 険 業

生 命 保 険 業

94

銀 行 業

質屋
業
等
非
預
金
信
用
機
関

貸
金
業

、
ク
レ
ジ

ッ
ト
カ
ー

ド

その他の金融商品取引業、投資助言・代
理業、補助的金融商品取引業、商品先
物取引業、商品投資業、補助的金融業、
金融附帯業、信託業、金融代理業

その他の金融商品取引業、
商品先物取引業

その他の金融商品
取引業、
商品先物取引業、
補助的金融業等

消費者向け貸金業

事業者向け貸金業

クレジットカード業、
割賦金融業

　　別添１



                                        別添２ 

 

法人企業統計調査 調査票 

 

 

 

 ○年次別調査票 

    〔第１号様式〕    金融業、保険業以外の法人用 

    〔第２号様式〕    銀行業用 

    〔第３号様式〕    貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関用 

    〔第４号様式〕    金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証

券関連業に限る）用 

    〔第５号様式〕    生命保険業、損害保険業用 

    〔第６号様式〕    その他の金融商品取引業・商品先物取引業、その他の保

険業用 

 

 

 ○四半期別調査票 

    〔第７号様式〕    金融業、保険業以外の法人用 

    〔第８号様式〕    銀行業用 

    〔第９号様式〕    貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関用 

    〔第１０号様式〕   金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証

券関連業に限る）用 

    〔第１１号様式〕   生命保険業、損害保険業用 

    〔第１２号様式〕   その他の金融商品取引業・商品先物取引業、その他の保

険業用 

 

 



（第一号様式）

カナ

漢字

従 業 員 賞 与

59

73

5

記 入 担 当 者

氏　名

所属部課
カナ

漢字

新 株 予 約 権

そ の 他

42

月 日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入  年今回の調査は、平成 年    月

＜連絡先＞

2.

年1回

本 店 の 所 在 地

〒

業 種 別 売 上 高

決 算 期

第 号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

年2回

業 種 コ ー ド 最 近 決 算 期 1 年 間 の 売 上 高

月、 月月

01

そ の 他

合 計

百万円

法 人 の 名 称
カナ

漢字

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。
日から平成

していただくものです。
 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は四捨五入(資本金のみ百万円未満切捨て）し、四捨五入の結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入
に当たっては記入要領をご参照下さい。

関 係 会 社 買 掛 金
( 支 払 手 形 を 含 む )

45

関 係 会 社 売 掛 金
( 受 取 手 形 を 含 む )

44
百万円

百万円

07

受 取 手 形 割 引 残 高 22 百万円

百万円

◆負 債 及 び 純 資 産 合 計

( 関係会社とは親会社、子会社及び関連会社等を言います。

43

)（財務諸表等規則第８条第８項）

■

仮パスワード

渇水準備引当金、商品取引責任準備金及び特定都市鉄道
整備準備金などを記入して下さい。

３５～４０及び４２、７２を除く資本項目を記入して下さい。

62減 価 償 却 費

40

剰
余
金

そ
の
他
利
益

剰
余
金

利
益

利 益 準 備 金 38

39

繰 越 利 益 剰 余 金

照会の番号

配 当 金

13

1

百万円

内容確認 　（記入しないで下さい。）

862 4

照会の有無

3 7

10
番
号

金 額

当期に計上した分の

72■ ◆

04 項 目

番
号

金 額

中 間 配 当 額 60

18
そ の 他 の
有 価 証 券

投
資
そ
の
他
の
資
産

19

株 式 16

資 産 合 計 21

繰 延 資 産 20

3403

35

そ の 他 の 借 入 金

33

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

13 資 本 金

株
主
資
本

15

14

17

投
資
有
価
証
券

37

剰
余
金

資
本

36

特 別 法 上 の 準 備 金
( 又 は 特 別 法 上 の 引 当 金 )

さい。

固
　
定
　
資
　
産

有
形
固
定
資
産

土 地

建 設 仮 勘 定

定
資
産

無
形
固

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

そ の 他

ソ フ ト ウ ェ ア

公 社 債

そ の 他 10 32
記入して下

31
貸付信託、

11

投資信託の
原 材 料 ・ 貯 蔵 品

棚
卸
資
産

8

受益証券を

12

9

71

70

58

引 当 金

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

09

30
長
期

06

純
資
産

金 融 機 関 借 入 金

項 目

当 期 純 利 益
(55-56-57)

固
定
負
債

29

28 特 別 利 益

15

　　備考

項 目
番
号

55

12

人

期 中 平 均 従 業 員 数

人 員 数

期 中 平 均 役 員 数

税 引 前 当 期 純 利 益
(52+53-54)

8.

53

特 別 損 失 54

営 業 外 費 用有
価
証
券

株 式 4 26

05

流
動
負
債

租 税 公 課

支 払 利 息 等

経 常 利 益
(49+50-51)

52

数を記入し
売 掛 金

て下さい。

流
　
動
　
資
　
産

3

51

貸倒引当金
受 取 手 形 2

02

控除後の計

現 金 ・ 預 金 1
百万円 百万円

11

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費
営 業 利 益

(46-47-48)

営 業 外 収 益

公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

5

そ の 他 の
有 価 証 券

6

製 品 又 は 商 品 7

仕 掛 品
( 半 成 工 事 を 含 む )

23
百万円

08

24

25

百万円

年 月月 年
項 目

番
号

前 期 決 算 期
項 目

番
号

当 期 決 算 期
年 月 年

前 期 決 算 期

百万円百万円

従 業 員 給 与 65

役 員 賞 与

支 払 手 形

買 掛 金

金 融 機 関 借 入 金 福 利 厚 生 費

14

役 員 給 与

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

当 期 決 算 期
月

資 産 負 債 及 び 純 資 産 売 上 高 46

月
当　　　　　期

)

役 員 ・ 従 業 員 数

69

66

64

67

68

( 月～

費 用
中から次の項目に該当す

るものを記入して下さい。

3. 資産・負債及び純資産 項 目
番
号

項 目
番
号

金 額

月 日提出期限 平成 年

〒 -

御中
漢字

電　話

カナ

-

1. 法 人 名 、 所 在 地 等

- -

売 上 原 価 47

48

49

50

56

41

積 立 金

5.

法人税、住民税及び事業税（所得課税の事業税）を記入して下さい。

16)

特 別 減 価 償 却 費 63

減 価 償 却 費

給
与
支
給
（

無
給
人
員
除
く
）

内線

電話

4. 損 益

提出･照会先

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

短
期 そ の 他 の 借 入 金

引 当 金 27

法人企業統計調査 年次別調査票(A)

そ の 他

年度）（平成

-

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

-

自 己 株 式

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

57

6.

剰余金の配当

61

法 人 税 等 調 整 額

17

(

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

百万円

みを記入して下さい。

売上原価、販売費及び一

般管理費、営業外費用の

7.

秘

（金融業、保険業以外の法人用）



（第二号様式）

　

14

金 額

15

16

金 額

人 員

17

18

店 舗 数

10

11

12

金 額

13

46

特 定 取 引 収 益

番
号

外 国 為 替

20

百万円
預 金 等

給

与

支

給
（

無

給

人

員

除

く
）

資 産 負 債 及 び 純 資 産

特 定 取 引 負 債

23

3. 資産・負債及び純資産

19

百万円

項 目
番
号

18

コ ー ル マ ネ ー 、 売 現 先 勘 定 等

04

社 債

役 員 給 与

費 用

65

番
号

項 目

百万円

７．

( )

減 価 償 却 費
項 目

６． (

カナ

月

番
号

当　　　　　期
月～

4. 損 益

内線

〒

番
号

氏　名
漢字

カナ

カナ

漢字

電　話

法人企業統計調査 年次別調査票(A)
（平成

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

法 人 名 、 所 在 地 等

財 務 省 年度） 年平成

業 種 コ ー ド

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

法 人 の 名 称
カナ

-

経 常 収 益

決 算 期

2.

-

年1回

提出･照会先

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

月 日提出期限

番
号

前 期 決 算 期

日から平成
していただくものです。

項 目

40経 常 収 益

 

 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入に当たっては記入要領をご参照下
さい。

年

42

百万円

64

百万円
減 価 償 却 費

09

43

月 月
41

信 託 報 酬

当 期 決 算 期

百万円

資 金 運 用 収 益
年

そ の 他 経 常 収 益

45そ の 他 業 務 収 益

役 務 取 引 等 収 益

48

役 務 取 引 等 費 用 49

経 常 費 用 47

資 金 調 達 費 用

現 金 預 け 金 等

4

44

借 用 金

1
百万円

3特 定 取 引 資 産 ・ 商 品 有 価 証 券

コ ー ル ロ ー ン 、 買 現 先 勘 定 等

06

特 定 取 引 費 用 50

51

52営 業 経 費

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 費 用

11

13 03

△△
■

28

27

そ の 他 負 債

繰 延 税 金 負 債

その他資本剰余金

積 立 金

繰越利益剰余金

△

34

△

35

08

38

■
39

◆

36

負 債 及 び 純 資 産 合 計

純

資

産

新 株 予 約 権

株

主

資

本

利 益 準 備 金利
益
剰
余
金

剰

余

金

そ

の

他

利

益 59

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

60

配 当 金 62

61中 間 配 当 額

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

剰
余
金

資
本

32

31

9

53

項 目

55

人

54 73期 中 平 均 従 業 員 数

番
号

備考

百万円

57

剰余金の配当
項 目

５ .

(57-58-59)

法人税、住民税及び事業
税

58

特 別 利 益

21

22

07

そ の 他
電話

合 計

-

号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

第

01

百万円

最 近 決 算 期 1 年 間 の 経 常 収 益

月 月、 月年2回

＜連絡先＞

本 店 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

御中

〒 -

1.

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

資
産

無
形
固
定

支 払 承 諾 見 返

漢字

-

記 入 担 当 者

漢字

-

2

今回の調査は、平成 年  

当 期 決 算 期

  年

項 目

02

前 期 決 算 期
月年年 月

 

所属部課

月 日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入月

信 託 勘 定 借 24

5

貸 出 金 6

有 価 証 券

金 銭 の 信 託

そ の 他 資 産

土 地

資
産

有
形
固
定

外 国 為 替 7

10

9

25

引 当 金 26

8

05

資 本 準 備 金

30

29支 払 承 諾

特 別 法 上 の 準 備 金

資 本 金

租 税 公 課

期 中 平 均 役 員 数

(40-47)

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料 70

71

15

14

12

8. 役員・従業員数
番
号

項 目

72

56

66役 員 賞 与

69

従 業 員 賞 与

福 利 厚 生 費

67従 業 員 給 与

68

そ の 他

17

店74営 業 店 舗 数(54+55-56)
16

◆

33

照会の番号 1 2 3

仮パスワード

4

自 己 株 式

37

照会の有無

内容確認　　（記入しないで下さい。）

当期に計上した分の

みを記入して下さい。

19

5 6 7

)

8

店 舗 数

特 別 減 価 償 却 費

63

秘

（銀行業用）



（第三号様式）

21

5 6 7 81 2 3

38

照会の有無

店
72

4

15

仮パスワード

照会の番号

営 業 店 舗 数

備考

内容確認 　（記入しないで下さい。）

租 税 公 課

番
号

36
5.

資
産

無
形
固
定

項 目

剰余金の配当

8.
項 目

期 中 平 均 役 員 数

役 員 ・ 従 業 員 数

人

番
号

69

70

64

68

期 中 平 均 従 業 員 数

番
号

店 舗 数
項 目

71

9

百万円

(

中 間 配 当 額

)

百万円

みを記入して下さい。

当期に計上した分の

58

21
△

繰 延 税 金 資 産 20

55

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

56

37

34

33

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

◆
資 産 合 計

■
22

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

投
資
そ
の
他
の
資
産

そ の 他 の
有 価 証 券

そ の 他

固
　
定
　
資
　
産

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。
日から平成

漢字

月年 年 日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入

番
号

 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入に当たっては記入要領をご参照
下さい。

営 業 収 益

4. 損 益

45

今回の調査は、平成    

月

3. 資産・負債及び純資産 項 目

月月

負 債 及 び 純 資 産

記 入 担 当 者

年

氏　名
カナ

年
項 目

番
号

当 期 決 算 期

（平成

法 人 名 、 所 在 地 等

-

法 人 の 名 称
漢字

漢字

7.

内線

--

していただくものです。
月 

御中

カナ

漢字

電　話

1.

法人企業統計調査 年次別調査票(A)

福 利 厚 生 費 66

費 用

-

電話
所属部課

カナ

提出･照会先

平成

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省 年度） 年

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、
小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

月 日

番
号

金 額
( 月～ 月

当　　　　　期
)

項 目

項 目
番
号

当 期 決 算 期
年 月

流
動
負
債

63

62

14

役 員 給 与

従 業 員 賞 与 65

支 払 利 息 等 67

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

役 員 賞 与
営
業
費
用

金 融 費 用

そ の 他 の 営 業 費 用

46

47

前 期 決 算 期

百万円百万円

24

営 業 外 収 益 4908

現 金 ・ 預 金
百万円

1

3割 賦 売 掛 金 25そ の 他 の 借 入 金

02株 式

公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

営 業 貸 付 金

支払承諾見返・信用保証割賦
売 掛 金

53

48

長
期

固
定
負
債

51

営 業 利 益
（45-46-47）

経 常 利 益

営 業 外 費 用 50

金 額

特 別 損 失

特 別 利 益

54
税 引 前 当 期 純 利 益

（51+52-53）

52

当 期 純 利 益

（48+49-50）

28

09

11

26

土 地 10

製 品 又 は 商 品

そ の 他

有
形
固
定
資
産

12 繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾 ・ 信 用 保 証 買 掛 金

金 融 機 関 借 入 金

そ の 他

引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

短
期

6

11

03

5

31引 当 金

金 融 機 関 借 入 金

そ の 他 27

社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

そ の 他 の 借 入 金 30

29

（54-55-56)

12

株 式

公 社 債

14

15

ソ フ ト ウ ェ ア

投
資
有
価
証
券

新 株 予 約 権

そ の 他

13

07

◆

04

△
■

純

資

産

剰

余

金

そ

の

他

利

益

42

負 債 及 び 純 資 産 合 計

43

44

△
41

△

39

40

積 立 金

利 益 準 備 金

株

主

資

本

資 本 金

利
益
剰
余
金

剰
余
金

資
本

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

合 計

百万円

従 業 員 給 与

百万円百万円

そ の 他

年2回

業 種 コ ー ド 最 近 決 算 期 1 年 間 の 営 業 収 益

月、 月月

01

提出期限

年1回

2. 業 種 別 営 業 収 益

決 算 期

号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

第

配 当 金 59

60

61特 別 減 価 償 却 費

57

番
号

減 価 償 却 費

項 目

6. 減 価 償 却 費

35

10 13

32

＜連絡先＞

〒 -

05

8

2

-

本 店 の 所 在 地

〒

カナ

19

17

18

16

06

流
　
動
　
資
　
産

有
価
証
券

9

百万円

7

4

そ の 他 の
有 価 証 券

給

与

支

給
（

無

給

人

員

除

く
）

 

年
前 期 決 算 期

23

資 産

16

金 額

17

18

人 員 数

19

店 舗 数

20

秘

（貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関用）



（第四号様式）

21

仮パスワード

8

照会の有無

備考

内容確認　　（記入しないで下さい。）

照会の番号 1 2 3 4 5

年

金 額

5.

（平成

百万円

項 目

年度）

63

中 間 配 当 額 62

番
号

48

39

繰越利益剰余金 44

46

41

42

負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他

純

資

産

6 7

75

項 目

営 業 店 舗 数

店 舗 数

76

期 中 平 均 従 業 員 数

9

剰

余

金

そ

の

他

利

益

剰
余
金

資
本

)
その他資本剰余金

みを記入して下さい。( 当期に計上した分の

百万円

43

新 株 予 約 権

百万円

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

71

租 税 公 課

番
号

番
号

15

12

11

8.
項 目

役員・従業員数

剰余金の配当
項 目

当 期 純 利 益
(58-59-60)

60

73

70

74期 中 平 均 役 員 数

引 当 金

58

61

08

59

番
号

税 引 前 当 期 純 利 益
(55+56-57)

法 人 税 等 調 整 額

36

34

35

33

３２
法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

37

38

資 本 準 備 金 40

内線

営 業 利 益
(49-50-51)

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

負 債 及 び 純 資 産 営 業 収 益

月 年 月

法人企業統計調査 年次別調査票(A)

1.

- -

-

漢字

電　話

カナ

法 人 名 、 所 在 地 等

〒 -

御中

費 用4. 損 益 7.していただくものです。

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

提出･照会先

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

月 日提出期限 年平成

電話

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。
日から平成

法 人 の 名 称
カナ

漢字

そ の 他

3. 資産・負債及び純資産 項 目
番
号

 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入に当たっては記入要領をご参照下
さい。

金 額
( 月～ 月

当　　　　　期
)

項 目
番
号

前 期 決 算 期

52

11

百万円

前 期 決 算 期

百万円

月

番
号

当 期 決 算 期

15

14 従 業 員 賞 与

役 員 賞 与

役 員 給 与資 産

項 目
番
号

当 期 決 算 期
年 月 年

72

福 利 厚 生 費

69

支 払 利 息 等

66

68

8

6

25

引 当 金

26

28

24

67

49
百万円

金 融 費 用 50

従 業 員 給 与販売費及び一般管理費 51

53

57特 別 損 失

流
　
動
　
資
　
産

現 金 ・ 預 金

3

4

預 託 金 2

1

9

そ の 他 流 動 資 産

立 替 金

05

54

経 常 利 益
(52+53-54)

55

56特 別 利 益

短 期 借 入 金

31

30

固
定
負
債

長 期 借 入 金

そ の 他 固 定 負 債

流
　
動
　
負
　
債

積 立 金

自 己 株 式

06

07

特 別 法 上 の 準 備 金
( 又 は 特 別 法 上 の 引 当 金 )

繰 延 税 金 負 債

△

10

13

14

02

03

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

 

有
形
固
定
資
産

土 地

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

約 定 見 返 勘 定

5

百万円

所属部課
カナ

漢字 --

合 計

第 号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

＜連絡先＞

2.
年1回

本 店 の 所 在 地

〒

営 業 収 益

決 算 期

業 種 コ ー ド

月 日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入

最 近 決 算 期 1 年 間 の 営 業 収 益

月、月

01

月年

氏　名

  年 

記 入 担 当 者

  

短 期 差 入 保 証 金

短 期 貸 付 金

今回の調査は、平成

7

信 用 取 引 資 産

有 価 証 券 担 保 貸 付 金

百万円

22

繰 延 資 産 20

投
資
有
価
証
券

19

17

そ の 他 の
有 価 証 券

株 式 16

18

固
　
定
　
資
　
産

建 設 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産 21

投
資
そ
の
他
の
資
産

公 社 債

資
産

無
形
固
定

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

資 産 合 計 23
■ ◆
△

貸 倒 引 当 金

預 り 金

利 益 準 備 金

株

主

資

本

資 本 金

利
益
剰
余
金

04

信 用 取 引 負 債

有 価 証 券 担 保 借 入 金

そ の 他 流 動 負 債

社 債

27

受 入 保 証 金 29

09

47

45
△

■ ◆

10

△

給

与

支

給
（

無

給

人

員

除

く
）

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

約 定 見 返 勘 定

カナ

漢字

月年2回

16

金 額

17

12

13
64

特 別 減 価 償 却 費 65

減 価 償 却 費

20
店

項 目

6.

配 当 金

減 価 償 却 費

18

人 員 数

19

店 舗 数

人

百万円

秘

（金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業に限る）用）



（第五号様式）

　

　　

)みを記入して下さい。

19
仮パスワード

8

照会の有無

備考

内容確認 　（記入しないで下さい。）

照会の番号 1 2 3 4 5 6 7

店

役員 ・従業員数

従 業 員 給 与 57

59

９．店 舗 数

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

人

項 目

64

62

01

月

百万円

最 近 決 算 期 1 年 間 の 経 常 収 益

月、

百万円

55
百万円

56

税抜き：１

月

そ の 他

項 目
番
号

営 業 店 舗 数 65

期 中 平 均 役 員 数

期 中 平 均 従 業 員 数

63

８．

建 設 仮 勘 定

1

9

貸 付 金 6

現 金 及 び 預 貯 金

資
産

有
形
固
定

8

4

3

有 価 証 券

金 銭 の 信 託

特 定 取 引 資 産 ・ 商 品 有 価 証 券

5

＜連絡先＞

2.
年1回

本 店 又 は 主 た る
事 務 所 の所 在 地

〒

業 種 コ ー ド

  

-

百万円

0918

26

24

25

配 当 金

当 期 純 利 益 ・ 剰 余

中 間 配 当 額

項 目

５ .

百万円

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

15

16

14

52

51

負 債 及 び 純 資 産 合 計
◆

33
■ 剰余金の配当

番
号

△
■ ◆

△

△

28

29

特 別 損 失

17

31

△

22

23

法 人 税 、 住 民 税

(44+45-46)

(47-48-49)

法 人 税 等 調 整 額

税引前当期純利益・剰余

50

利益準備金・損失てん補
準 備 金

資 本 準 備 金 、

再 評 価 積 立 金

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
(34-38)

特 別 利 益

剰
余
金

資
本

02

繰 延 税 金 負 債

引 当 金
04

そ の 他 負 債

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

20

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

03

株

主

資

本

利
益
剰
余
金

11

13

12

10

19

社 債

土 地 7 支 払 承 諾

特 別 法 上 の 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 、 買 現 先 勘 定 等 2

百万円百万円

事 業 費

05

06

積 立 金

27

保 険 金 等 支 払 金

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 収 益

責任準備金等繰入額

経 常 費 用

40

39

41

減 価 償 却 費

特 別 減 価 償 却 費

当期に計上した分の

)

役 員 給 与

７．費 用

54

項 目
番
号

53

番
号

減 価 償 却 費
項 目

(
( 月～

百万円

月

提出･照会先

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

月 日提出期限 年

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

（平成
法人企業統計調査 年次別調査票(A)

年度） 平成

〒 -
カナ

漢字

電　話

-

1.

年2回

第法 人 名 、 所 在 地 等

経 常 収 益

決 算 期

税込み：２

貴社の消費税の経理処理方法

号

当　　　　　期

月

合 計

法 人 の 名 称

６．

漢字

御中

カナ

番
号 年

前 期 決 算 期
年

3. 資産･負債及び純資産
資 産

今回の調査は、平成  
していただくものです。

月年
前 期 決 算 期

月

 年

漢字

35

資 産 運 用 収 益保 険 契 約 準 備 金

氏　名
漢字

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

カナ
記 入 担 当 者

月

項 目

負 債 及 び 純 資 産

年
項 目

当 期 決 算 期 当 期 決 算 期
保 険 料 等 収 入

番
号月

-

内線

-
所属部課

電話カナ

44

年 日から平成月
4. 損 益

経 常 収 益 34

番
号

日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入

剰

余

金

そ

の

他

利

益

42

07

08

32新 株 予 約 権

そ の 他

45

43

役 員 賞 与

番
号

従 業 員 賞 与 58

60

福 利 厚 生 費

支 払 利 息 等

租 税 公 課

61

そ の 他 資 産

30自 己 株 式

その他資本剰余金

資 本 金 ・ 基 金

繰越利益剰余金

定
資
産

無
形
固 ソ フ ト ウ ェ ア

項 目

  

 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入に当たっては記入要領をご参照
下さい。

21

純

資

産

給

与

支

給
（

無

給

人

員

除

く
）

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

38

36

37

百万円

-

10

11

12

13

49

46

47

48

金 額

14

金 額

15

金 額

16

人 員 数

17

店 舗 数

18

秘

（生命保険業、損害保険業用）



（第六号様式）

23

仮パスワード

照会の有無

3 4 5

75

6 7 8

店

内容確認　　（記入しないで下さい。）

照会の番号 1 2

受 取 手 形 割 引 残 高 24

資 産 合 計

百万円百万円
05

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

◆
23

20

22

繰 延 税 金 資 産 21

公 社 債

そ の 他 19

17

固
　
定
　
資
　
産

株 式

利 益 準 備 金利
益
剰
余
金

その他資本剰余金

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

項 目

期 中 平 均 役 員 数

ソ フ ト ウ ェ ア

店 舗 数

5.

備考

73

番
号

項 目
番
号

９．

期 中 平 均 従 業 員 数 74

営 業 店 舗 数

支 払 利 息 等

福 利 厚 生 費

役 員 給 与

72

役 員 ・ 従 業 員 数

租 税 公 課

8.

金 額

百万円

68

71

69

70

7. 費 用

65

番
号

項 目

66役 員 賞 与

67

第

業 種 別 営 業 収 益

月年1回決 算 期

2.

カナ

動 産 ・ 不 動 産 賃 借 料

そ の 他

業 種 コ ー ド

合 計

当 期 決 算 期
年

電　話

本 店 の 所 在 地

カナ

-

64

年度）

項 目

剰余金の配当
番
号

4. 損 益

営 業 収 益

62

内線

61
百万円

（平成

電話

金 額

49営 業 費 用

63

みを記入して下さい。

当期に計上した分の(
番
号

16

百万円

1.

漢字

最 近 決 算 期 1 年 間 の 営 業 収 益

百万円

法 人 名 、 所 在 地 等

月

01

提出･照会先

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

月 日提出期限 年

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

平成

月、年2回

)(

号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

48

3. 資産・負債及び純資産 項 目
番
号 月

当　　　　　期
月～

月

資 産 負 債 及 び 純 資 産

前 期 決 算 期
年年 月

項 目

従 業 員 賞 与

従 業 員 給 与

未 収 金

受 取 手 形 2

1
百万円

51

番
号

前 期 決 算 期

流
　
動
　
資
　
産

そ の 他 の
有 価 証 券

6

5公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

現 金 ・ 預 金

3

百万円百万円

当 期 決 算 期

未 払 金

年 月

流
動
負
債

支 払 手 形

短
期

52

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

50

54

営 業 外 費 用 53

13

経 常 利 益
(51+52-53)

百万円

営 業 利 益
(48-49-50)

社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

金 融 機 関 借 入 金

月

29

項 目

27

25

番
号

26

有
価
証
券

株 式 4

引 当 金

そ の 他 の 借 入 金

17

59

58

56

55

当 期 純 利 益
(57-58-59)

60

特 別 利 益

特 別 損 失

57

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益
(54+55-56)

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

10

11

そ の 他 の 借 入 金

13

12

固
定
負
債

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

06

8

特 別 法 上 の 準 備 金
( 又 は 特 別 法 上 の 引 当 金 )

引 当 金

そ の 他

38

短 期 貸 付 金

11 35

36

37

長
期 33

32金 融 機 関 借 入 金

株

主

資

本

資 本 金

剰
余
金

資
本

資 本 準 備 金

6.

配 当 金

中 間 配 当 額

39

41

42

43

40

-
記 入 担 当 者

30

28

そ の 他

カナ

漢字

漢字

 

 調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、 百万円に満たない時は０（ゼロ）を記入してください。記入に当たっては記入要領をご参照下
さい。

- -

カナ

漢字

月

-

 この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

氏　名

所属部課

 

法 人 の 名 称

  

していただくものです。
月年日から平成 日までに決算期の到来した法人について、当該事業年度の確定決算計数を記入今回の調査は、平成   年

投
資
そ
の
他
の
資
産

15

10

有
形
固
定
資
産

土 地

建 設 仮 勘 定

棚
卸
資
産

投
資
有
価
証
券

そ の 他 の
有 価 証 券

14

18

16

そ の 他

製 品 又 は 商 品

9

7

減 価 償 却 費

特 別 減 価 償 却 費

07

08

14

15 減 価 償 却 費

◆

△△

資
産

無
形
固
定

ソ フ ト ウ ェ ア を 除 く
無 形 固 定 資 産

新 株 予 約 権

負 債 及 び 純 資 産 合 計 47

45

純

資

産

剰

余

金

そ

の

他

利

益

積 立 金

46

そ の 他

-

法人企業統計調査 年次別調査票(A)

項 目
繰越利益剰余金

44自 己 株 式

御中

給

与

支

給
（

無

給

人

員

除

く
）

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

〒

＜連絡先＞

〒

09

03

04

■

02

31

18

19

金 額

)

百万円

12

■

34

20

21

人 員 数

22

店 舗 数

人

秘

（その他の金融商品取引業、商品先物取引業、その他の保険業用）



（第七号様式）

18

人 員 及 び 金 額

日 日

現在

番
号

現在

 月中増減

月中損益

法人企業統計調査　四半期別調査票(B)

法 人 の 名 称
カナ

漢字

本 店 の 所 在 地

〒

財 務 省

漢字

電　話

-

-

年

カナ

法 人 企 業 統 計

百万円

項 目

記 入 担 当 者

所属部課

平成

4. 
ときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入に当たっては記入要領をご参照下さい。

～

  

電話

-

漢字 -

～

 月  

2.固定資産  

増 加 額 (b)

 ～

(a+b-c)

して下さい。

２４～２６

及び２８、５９

を除く資本

項目を記入

特 別 法 上 の 準 備 金
( 又 は 特 別 法 上 の 引 当 金 )

減 少 額 (c) 46

譲 受 振 替 等 減 価 償 却 費

売 上 原 価
月

売 上 高

売却滅失振替等

17

48

47

45

(3ヶ月の合計)
   年 月

年

 日

 月  
現在

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

日  

1.資産・負債及び純資産
項 目

番
号 現在

  月   年

負 債 及 び 純 資 産 合 計 29
■ ◆

受 取 手 形 割 引 残 高 30
16

○

そ の 他

08

15

仮パスワード

19

8

☆

株 式

長 期 貸 付 金

計 44

24

28自 己 株 式

利 益 剰 余 金 26純
資
産

25

新 株 予 約 権

27そ の 他

59

株
主
資
本

資 本 金

資 本 剰 余 金

して下さい。

そ の 他 22

23

42

43

そ の 他 の 有 価 証 券 40

39

項 目

などを記入

公 社 債
（ 金 融 債 を 含 む ）

内容確認　　（記入しないで下さい。）

引 当 金 21

福 利 厚 生 費

61

04

421

(番号35の内訳を記入して下さい。)

百万円

投 資 不 動 産 41

百万円

現在

取引責任準

備金及び特
そ の 他 の
借 入 金

定都市鉄道

整備準備金

固
定
負
債

社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

18

14

そ の 他 の
借 入 金

13

当金、商品

渇水準備引

引 当 金 16

長
期

金 融 機 関
借 入 金

19

03

月

3. 投資その他の資産内訳表

日 日

備考

現在

20

38

07

15

17

番
号

   月

給

与

支

給

（
無

給

人

員

除

く

）
金
 

額

役 員 賞 与 60

従 業 員 賞 与

役 員 給 与

従 業 員 給 与

人
員

役 員 数 平

　

均

三

ヶ
月

の

人

合

　

計

三

ヶ
月

の

12
月中人件費

番
号

54

55

56

58

●

09 10 11 13 14

★

(48+49+50-51-52)
☆

0 ～ 0 月 経 常 利 益

11 無 形 固 定 資 産 34

資 産 合 計 12 ■ ◆
35

流
動
負
債

支 払 手 形 ・ 買 掛 金

繰 延 資 産

短
期

金 融 機 関
借 入 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
○

固 定 資 産
( 減 価 償 却 累 計 額 控 除 後 の も の )

10
★ ●

02 06

33
(中古品等)

36

（新規ソフトウェア（仕掛品を含む）の

み）

計

(45-46-47)

百万円

受 取 利 息 等 49

0
百万円

01

公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

4

投資信託、

棚
卸
資
産

仕 掛 品
( 半 成 工 事 を 含 む )

7

9そ の 他

貸付信託の

受益証券を

製 品 又 は 商 品 6

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 8

さい。

流
　
動
　
資
　
産

て下さい。

土 地

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

(番号10の内訳を記入して下さい。)

記入して下

31
百万円

06

(a)

05

番
号

百万円百万円

02

2

そ の 他 の
有 価 証 券

受 取 手 形 ・ 売 掛 金

3有
価
証
券 5

貸倒引当金

控除後の計
01

項 目

数を記入し

05

現 金 ・ 預 金 1

株 式

～ 0 月 営 業 利 益

6 7

57

従 業 員 数

5

5. 

そ の 他 の 営 業 外 費 用
（法人税、住民税及び事業税を除く）

 

3

支 払 利 息 等

53

52

百万円

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は四捨五入（資本金のみ百万円未満切捨て）し、四捨五入の結果、百万円に満たない

新 設

百万円 (購入費)(整地費・造成

費のみ)
百万円百万円

(新品の購入等)

建 設 仮 勘 定

32

51

 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 50

項 目

～

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。

(平成

提出期限

～

-

（中古品の購入、建設仮勘定か

らの振替及び既存契約のリース

に係る資産等）

平成

小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長月)

月 日年

提出・照会先
貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、財務事務所長、

月

第 号

貴社の消費税の経理処理方法

年1回 月

税抜き：１ 税込み：２

決算期

指 定 統 計 第 110 号

カナ

（既存契約のリースに係る資産

等）

氏　名
カナ 内線

漢字
計

そ の 他

業 種 コ ー ド 最近決算期1年間の売上高

百万円

年2回 月、

＜連絡先＞

〒 -

御中

直前の本決算に計上

項 目 37 最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費
百万円

した減価償却額を記

入して下さい。

はい いいえ

(★、●、○、☆、■、◆ の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を計上した

秘

（金融業、保険業以外の法人用）



（第八号様式）

（既存契約のリースに係る

資産等）

151413

（中古品の購入、建設仮勘定

からの振替及び既存契約の

リースに係る資産等）

役 員 給 与

従 業 員 数

～4. 

48

百万円 百万円

そ の 他 経 常 収 益

特 定 取 引 収 益

45

44
百万円

47

46
35そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

36

(新品の購入等)

40

月
減 少 額 (c)

～

増 加 額 (b)

 月中増減

売却滅失振替等
役 務 取 引 等 収 益

平

　

均

三

ヶ
月

の

（a）
新 設

百万円

(a+b-c)
譲 受 振 替 等 減 価 償 却 費

人

60

59

58

百万円

合

　

計

三

ヶ
月

の

経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

42信 託 報 酬

43

連絡先

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

日 現在

提出・照会先

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、
財務事務所長、小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

百万円
(番号９、10の内訳を記入して下さい。)

～

御中

カナ

本店又は主たる
事務所の所在地

〒

電　話

漢字

-

〒 -

-
月年提出期限 平成

3. 

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

日

号

貴社の消費税の経理処理方法

第

カナ

漢字

-

日

百万円

月

月 日

所属部課

氏　名
漢字

漢字

項 目

2.固定資産

(購入費)

01

百万円

番
号

現在

34

3

コールローン、買現先勘定
等

現 金 預 け 金 等
百万円

10

特定取引資産・商品有価証
券

金 銭 の 信 託

5

9

4

土 地

8

貸 出 金

06

6

2

百万円(整地費・造成

費のみ)

◆
11 12

(中古品等)

38

（新規ソフトウェア（仕掛品を

含む）のみ）37

最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費
借 用 金 18

15預 金 等

14資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
△

16

20

特 別 法 上 の 準 備 金 24

そ の 他 負 債 22

21信 託 勘 定 借

61

月中人件費

社 債

引 当 金

金
 

額
23

2 3

役 員 数

番
号

55

56

6

福 利 厚 生 費

57

項 目

役 員 賞 与

給

与

支

給

（
無

給

人

員

除

く

）

備考

従 業 員 賞 与

人
員

従 業 員 給 与

仮パスワード

8
28

繰 延 税 金 負 債 25

支 払 承 諾 26

1

経 常 利 益
（40-47）

4 5

月番
号

平成
(3ヶ月の合計)

～年

-

カナ

-

電話

項 目

カナ

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、百万円に満たないときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入に
当たっては記入要領をご参照下さい。 月中損益

内線

法人企業統計調査　四半期別調査票(B)
月)～(平成 年

54

法 人 の 名 称

1.資産・負債及び純資産

現在
年

記 入 担 当 者

53
16

資 金 調 達 費 用

51

52

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

特 定 取 引 費 用 50

日

11繰 延 税 金 資 産

現在
年 月

外 国 為 替

△

■

05

02

建 設 仮 勘 定

07

計

△
■

項 目
番
号

1

13

12

7

有 価 証 券

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 31

17

コールマネー、売現先
勘 定 等

27

30

外 国 為 替 19

特 定 取 引 負 債

負債及び純資産合計 33

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株
主
資
本

29

新 株 予 約 権 32

19

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

内容確認　　（記入しないで下さい。）

41

無 形 固 定 資 産

7

税抜き：１ 税込み：２

月、

そ の 他

計

業 種 コ ー ド 最近決算期1年間の経常収益

百万円

決算期 年1回 月月 年2回

08

09

10
△

◆

17

人 員 及 び 金 額

18

03

04

49

そ の 他 経 常 費 用

営 業 経 費

　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を記入した

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。

(■、◆

項                 目

の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

いいえはい

百万円
39

秘

（銀行業用）



（第九号様式）

百万円

月
(番号38の内訳を記入して下さい。)

備考

百万円

10
☆

13 15

給

与

支

給

（
無

給

人

員

除

く

）

08

07

百万円

百万円百万円

（中古品の購入、建設仮勘定

からの振替及び既存契約の

リースに係る資産等）

06

支払承諾見返・信用保証割賦
売 掛 金

5有
価
証
券

4

株 式

7
そ の 他 の
有 価 証 券

△

14

製 品 又 は 商 品 等

11

★

8

10
●

02

△
◆

業 種 コ ー ド 最近決算期1年間の営業収益

百万円

月月

そ の 他

計

第 号

貴社の消費税の経理処理方法

税込み：２

決算期 年1回 年2回 月、

税抜き：１

21

内容確認　　（記入しないで下さい。）

1 2 3 4 5 6 7 8

仮パスワード

提出・照会先法人企業統計調査　四半期別調査票(B)
年(平成

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、
財務事務所長、小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長～ 月)

指定統計第110号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

本店 の所 在地

〒

- -

＜連絡先＞

御中

〒 -

電　話

漢字

カナ

-

法 人 の 名 称
カナ

漢字

記 入 担 当 者

所属部課
カナ

氏　名
漢字

5. 
☆

●

53
営 業 利 益

（48-51-52）

営 業 外 費 用
（法人税、住民税及び事業税を除く）

54営 業 外 収 益

月中損益4. ～
～年番

号
項 目

人 員 及 び 金 額

20

経 常 利 益
（53+54-55）

役 員 賞 与 60

59

～

(3ヶ月の合計)

19

平成 月

百万円

百万円

現在

01

現在

そ の 他 の 有 価 証 券

◆

△

そ の 他

長 期 貸 付 金

計

投 資 不 動 産

09

44

月

公 社 債
（ 金 融 債 を 含 む ）

株 式

項 目

38

39
★

42

41

番
号

現在月

17

47

18

45

46

○

の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費

43

日

百万円

項 目

11 14

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。

1612

　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を記入した

いいえ

(整地費・造成

費のみ)

(中古品等)

百万円百万円 百万円

(新品の購入等)

○

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、百万円に満たないときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入に
当たっては記入要領をご参照下さい。

(番号10の内訳を記入して下さい。)

減 少 額 (c)

(a)

現在 月日

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

34

新 設

月

減 価 償 却 費 売却滅失振替等

百万円

営 業 収 益

営

業

費

用

(a+b-c)

日 現在

57

従 業 員 数

番
号

役 員 数

55

56

月中人件費

人

百万円

62

項 目

63

平

　

均

三

ヶ
月

の58

61

役 員 給 与

人
員

福 利 厚 生 費

従 業 員 給 与

48

そ の 他 の 営 業 費 用

支 払 利 息 等

そ の 他 の 金 融 費 用

49

50

51

平成

金 融 費 用 計

 月中増減

52

提出期限

内線

日年 月

1

営 業 貸 付 金

現 金 ・ 預 金

割 賦 売 掛 金 3

2

16

04

03

(★、●、○、☆、■、◆

■

23

22

19

13

15

項 目

投 資 そ の 他 の 資 産

土 地

3. 投資その他の資産内訳表

40

(購入費)

（既存契約のリースに係る

資産等）

現在日

05

21

そ の 他

20
社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

長
期

金 融 機 関
借 入 金固

定
負
債 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

金 融 機 関
借 入 金

資 産 合 計

そ の 他 の
借 入 金

そ の 他 の
借 入 金

貸 倒 引 当 金

引 当 金

短
期

18

そ の 他

17

支払承諾・信用保証買掛金

9

繰 延 資 産

12

流
動
負
債

固 定 資 産
( 減 価 償 却 累 計 額 控 除 後 の も の )

流
　
動
　
資
　
産

1.資産・負債及び純資産

項 目
番
号

月 日年 年日

金
　
額

合

　

計

三

ヶ
月

の

公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

6

番
号

計

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 35

はい

カナ

従 業 員 賞 与

増 加 額 (b)

譲 受 振 替 等

2.固定資産 ～

電話

--漢字

負 債 及 び 純 資 産 合 計

新 株 予 約 権

特 別 法 上 の 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

純

資

産

そ の 他

24

■

26

△

28

30

32

29

33

31

株
主
資
本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

27

25

そ の 他

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 37

36

（新規ソフトウェア（仕掛品を

含む）のみ）

秘

（貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関用）



（第十号様式）

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、
財務事務所長、小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

漢字

月

～

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、百万円に満たないときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入に当たっ
ては記入要領をご参照下さい。

19
百万円百万円

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

金
　
額

役 員 賞 与

65

（既存契約のリースに係る

資産等）

減 少 額 (c)増 加 額 (b)
日

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

百万円

公 社 債

百万円

従 業 員 数

61

人

60

18

49

☆

44 最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費

御中

固 定 資 産 11

(a)

現在

記 入 担 当 者
漢字

年

繰 延 税 金 負 債

短 期 借 入 金

現在
日

百万円
営 業 収 益

百万円

備考

14

の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

新 設 減 価 償 却 費譲 受 振 替 等

カナ

月中増減

-

2.固定資産

カナ

日

1.資産・負債及び純資産
項 目

番
号 現在

月 年 月

法 人 の 名 称
カナ

氏　名

本 店 の 所 在 地

〒

漢字

カナ

-

指 定 統 計 第 110 号
法 人 企 業 統 計
財 務 省 月)年 ～(平成

月番
号

月中損益

(3ヶ月の合計)
～年

項 目

そ の 他 の 有 価 証 券 47

48

○

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

10

計

負債及び純資産合計

そ の 他 固 定 負 債 28

特 別 法 上 の 準 備 金

35

37

34

新 株 予 約 権 36

資 本 金

資 本 剰 余 金
株
主
資
本

そ の 他

31

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 △ △

33

64

福 利 厚 生 費

従 業 員 賞 与

合
　
計

三

ヶ
月
の

従 業 員 給 与

役 員 給 与

62

63

百万円

現在現在 月日

21

約 定 見 返 勘 定

預 り 金

17

信 用 取 引 負 債 18

受 入 保 証 金

20

有価証券担保借入金 19

■

22

項                 目

日月

◆

17

51

46

はい いいえ
　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を記入した

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。

△

★

■

貸 倒 引 当 金 14

繰 延 税 金 資 産

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

資 産 合 計 15

13

16

繰 延 資 産 12

●

8

01

約 定 見 返 勘 定

短 期 貸 付 金

10

9

そ の 他 流 動 資 産

39

42

41
（新規ソフトウェア（仕掛品を

含む）のみ）

☆
項 目

月中人件費
人 員 及 び 金 額

56

（55+56-57）

55

営 業 外 費 用 57

営 業 外 収 益

（52-53-54）
営 業 利 益

(中古品等)

人
員

5. 

40

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

○

無 形 固 定 資 産

漢字

平
　
均

三

ヶ
月

の

59

15 16

～

提出期限

内線

-

-

平成 日年 月

番
号

(番号11の内訳を記入して下さい。)

百万円

38土 地

現 金 ・ 預 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 3

預 託 金

1

2

法人企業統計調査 四半期別調査票(B)

百万円

電話

電　話

所属部課

-

連絡先

-〒

短 期 差 入 保 証 金

百万円

立 替 金

有価証券担保貸付金
06

百万円

54販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
売却滅失振替等

(a+b-c)
金 融 費 用 53

日月
52

現在
5

7

6

信 用 取 引 資 産

4

百万円(整地費・造成

費のみ)

項 目

30

32

29

百万円

（中古品の購入、建設仮勘定

からの振替及び既存契約の

リースに係る資産等）

(新品の購入等)

(購入費)

計

1311 12

★
43

仮パスワード
長 期 借 入 金 26

そ の 他 50

株 式 45

項 目
番
号流 動 負 債 引 当 金 23

固 定 負 債 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

社 債

24

25

27

提出・照会先

内容確認　　（記入しないで下さい。）

1 2 3 4 5 6 7 8

第 号

貴社の消費税の経理処理方法

月

税抜き：１ 税込み：２

月

業 種 コ ー ド 最近決算期1 年間の営業収益

百万円

年2回 月、決算期 年1回

4. ～
平成

そ の 他

計

58
経 常 利 益

役 員 数

09

02

03

04

05

(★、●、○、☆、■、◆

△
◆

3. 投資その他の資産内訳表
(番号42の内訳を記入して下さい。)

20

07

08

給
与
支
給

（
無
給
人
員
除
く

）

21

番
号

●

秘

（金融商品取引業（第一種金融商品取引業であって有価証券関連業に限る）用）



（第十一号様式）

32計

建 設 仮 勘 定

31無 形 固 定 資 産

保 険 料 等 収 入

漢字

百万円

39

35

経 常 費 用 38

37

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 29
保 険 金 等 支 払 金

提出期限
-

(平成
貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、
財務事務所長、小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

平成

月)

日月年

人

40

41

43

36

月中人件費

現 金 及 び 預 貯 金 1

3. 

42

34

御中

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

経 常 収 益

百万円(購入費) 百万円

3

2

特定取引資産・商品有価証
券

コールローン、買現先
勘 定 等

４４

資 産 運 用 収 益

事 業 費

そ の 他 経 常 収 益

資 産 運 用 費 用

そ の 他 経 常 費 用

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

連絡先

-〒

（既存契約のリースに係る

資産等）

30

12

4

有 価 証 券 5

有 形 固 定 資 産

金 銭 の 信 託

貸 付 金 6

7

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産 8

10

9そ の 他 資 産

百万円百万円

(中古品等)

◆
△△

■

01

02

百万円 百万円

百万円

（中古品の購入、建設仮勘定

からの振替及び既存契約の

リースに係る資産等）

(新品の購入等)

(整地費・造成

費のみ)

（新規ソフトウェア（仕掛品を

含む）のみ）

役 員 数

最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費

13

の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

項 目

14

はい いいえ

項 目

16

経 常 利 益

49

給

与

支

給

（
無

給

人

員

除

く

）

46従 業 員 数

47

金
　
額

番
号

50

役 員 賞 与

百万円

1511

45

　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を記入した

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。
（34ー38）

～

平

　

均

三

ヶ
月

の

百万円
人
員

備考

33

4. 

役 員 給 与

負債及び純資産合計 27
■ ◆

そ の 他 25

新 株 予 約 権 26

20

繰 延 税 金 負 債

1.資産・負債及び純資産

項 目
番
号 現在

年 日年

17

増 加 額 (b)

～2.固定資産

番
号

日

項 目
（a）

(■、◆

減 少 額 (c)

譲 受 振 替 等 減 価 償 却 費 売却滅失振替等
(a+b-c)

現在月

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、百万円に満たないときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入に
当たっては記入要領をご参照下さい。

新 設

月 現在

 月中増減
(番号7、8の内訳を記入して下さい。)

28土 地

日

百万円

～年

～ 月中損益
平成

所属部課

内線

番
号 (3ヶ月の合計)

月
項 目

漢字

漢字

-

現在

本店又は主たる
事務所の所在地

〒

電　話

カナ

--

月

-

電話カナ

記 入 担 当 者

氏　名
カナ

月 日

法 人 の 名 称
カナ

漢字

19

株
主
資
本

資 本 金 ・ 基 金

24

22

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 23

21

△△

合

　

計

三

ヶ
月

の
従 業 員 賞 与

51

48

福 利 厚 生 費

従 業 員 給 与

15

18

17

貸 倒 引 当 金

社 債

12

そ の 他 負 債 16

保 険 契 約 準 備 金 14

資 産 合 計 13

特別 法上 の準 備金

引 当 金

支 払 承 諾

支 払 承 諾 見 返 11

7 8

指定統計第110号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

提出・照会先法人企業統計調査 四半期別調査票(B)
～年

3 4 5 6

仮パスワード

月

号

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１ 税込み：２

月

第

業 種 コ ー ド 最近決算期1年間の経常収益

百万円

年2回 月、決算期 年1回

そ の 他

計

06

07

08

09

18

人 員 及 び 金 額

03

04

05 10

19

内容確認　　（記入しないで下さい。）

1 2

秘

（生命保険業、損害保険業用）



（第十二号様式）

無

給

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

いいえ

増加額に記入した場合、次の該当する箇所のいずれかに○印を記入してください。

17

計

○
投 資 そ の 他 の 資 産

◆

38

30

（既存契約のリースに係る

資産等）

はい

（新規ソフトウェア（仕掛品を

含む）のみ）

39

無 形 固 定 資 産

23

そ の 他

固 定 資 産
( 減 価 償 却 累 計 額 控 除 後 の も の )

流
　
動
　
資
　
産

そ の 他

現 金 ・ 預 金

短 期 貸 付 金

棚
卸
資
産

株 式有
価
証
券

公 社 債
( 金 融 債 を 含 む )

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 29

28

26

27

22

7

12

11

10

8

繰 延 税 金 資 産

繰 延 資 産

24

引 当 金 18

流
動
負
債

9

2

★ ●

01

02

現在月
07

百万円

(平成

1.資産・負債及び純資産

項 目
番
号 現在

-

御中 -

＜連絡先＞

製 品 又 は 商 品 6

受 取 手 形 ・ 未 収 金

3

1

日

百万円 百万円

月

この調査は、統計法に基づく指定統計で、ご記載の内容についてはその秘密が保護され、統計目的以外に使用されることはありません。

土 地

番
号

(番号10の内訳を記入して下さい。)

新 設
項 目

(a)

-

減 価 償 却 費譲 受 振 替 等

（中古品の購入、建設仮勘定

からの振替及び既存契約の

リースに係る資産等）

(購入費) 百万円

平成

営 業 費 用

52

計

提出期限

営 業 収 益

月年

貴社の所在地を管轄する財務局長、福岡財務支局長、
財務事務所長、小樽・北見出張所長又は沖縄総合事務局長

法人企業統計調査　四半期別調査票(B) 提出・照会先

年

-
日

35

(整地費・造成

費のみ)
百万円 百万円

(新品の購入等)

36

営 業 外 収 益 53

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費
営 業 利 益

(49-50-51)

貸 倒 引 当 金

支 払 手 形 ・ 未 払 金

■

そ の 他 の
借 入 金

17

資 産 合 計 14

短
期

金 融 機 関
借 入 金

14 1513 18

そ の 他 19

40

15

百万円

項 目

～5. ● 月中人件費
番
号

58

59

役 員 数

合

　

計

三

ヶ
月

の

61

従 業 員 数

平

　

均

三

ヶ
月

の

人

60

5

金
　
額

63

64

役 員 給 与

従 業 員 給 与 62

役 員 賞 与

福 利 厚 生 費

従 業 員 賞 与

23

百万円
最 近 決 算 期 の 減 価 償 却 費

仮パスワード

△

3. 投資その他の資産内訳表

公 社 債
（ 金 融 債 を 含 む ）

43

47

44そ の 他 の 有 価 証 券

46

45

百万円

05

長 期 貸 付 金

■

計

そ の 他

△

◆

19 20

○
48

☆

月
現在
日

百万円

　リース取引に関する会計基準の適用により、
　リースに係る資産を記入した

の金額はそれぞれ必ず一致させて下さい。)

41項 目

42株 式

16

日 現在 月

(52+53-54)☆

日

内容確認　　（記入しないで下さい。）

1 2

現在
(番号39の内訳を記入して下さい。)

(★、●、○、☆、■、◆

支 払 利 息 等

そ の 他 の 営 業 外 費 用
（法人税、住民税及び事業税を除く）

経 常 利 益

55

調査票の記入単位は百万円です。百万円未満は切捨てとし、切捨ての結果、百万円に満たないときは0（ゼロ）を記入して下さい。記入
に当たっては記入要領をご参照下さい。

2.固定資産

(a+b-c)
売却滅失振替等

54

-

氏　名

所属部課

漢字

カナ

漢字

カナ

-

日
増 加 額 (b)

～  月中増減

そ の 他

電話

法 人 の 名 称
カナ

漢字

内線

4. 

減 少 額 (c)
現在

百万円

31

引 当 金

備考

自 己 株 式

項 目

11

負 債 及 び 純 資 産 合 計 33

新 株 予 約 権 32

そ の 他

株
主
資
本

資 本 金

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

純
資
産

特 別 法 上 の 準 備 金
( 又 は 特 別 法 上 の 引 当 金 )

25

固
定
負
債

社 債
( 転 換 社 債 を 含 む )

20

そ の 他 の
借 入 金

21長
期

金 融 機 関
借 入 金

★

06 12受 取 手 形 割 引 残 高 34

(中古品等)
建 設 仮 勘 定

月

投 資 不 動 産

37

番
号

13

04

月

4

5

16

03

そ の 他 の
有 価 証 券

年 日

百万円

号

記 入 担 当 者

税込み：２

業 種 コ ー ド

決算期 年1回

〒

～

漢字

カナ

月)

第

年

貴社の消費税の経理処理方法

税抜き：１

指定統計第110号
法 人 企 業 統 計
財 務 省

本店 の所 在地

〒

電　話

49

～

百万円

番
号

月、

平成

月

年
項 目

営 業 外 費 用

56

7 8

人
員

64

51

(3ヶ月の合計)

21

月

57

50

月 年2回

最近決算期1年間の営業収益

百万円

～ 月中損益

22

08

09

10

給

与

支

給

（
無

給

人

員

除

く

）

人 員 及 び 金 額

3

秘

（その他の金融商品取引業、商品先物取引業、その他の保険業用）




